
2025年度決算公告

年度（ 年 月 日現在）貸借対照表

（単位：千円）

現金及び預貯金 保険契約準備金

現金 支払備金

預貯金 責任準備金

有価証券 代理店借

国債 共同保険借

地方債 再保険借

その他の証券 短期社債

有形固定資産 社債

土地 新株予約権付社債

建物 その他負債

リース資産 借入金

建設仮勘定 未払法人税等

その他の有形固定資産 未払金

無形固定資産 未払費用

ソフトウェア 前受収益

ソフトウェア仮勘定 預り金

のれん リース債務

リース資産 資産除去債務

その他の無形固定資産 仮受金

代理店貸 その他の負債

共同保険貸 退職給付引当金

再保険貸 役員退職慰労引当金

その他資産 賞与引当金

未収金 価格変動準備金

未収保険料 繰延税金負債

前払費用

未収収益

仮払金 資本金

預託金 新株式申込証拠金

その他の資産 資本剰余金

前払年金費用 資本準備金

繰延税金資産 その他資本剰余金

供託金 利益剰余金

貸倒引当金 利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自己株式

自己株式申込証拠金

株主資本合計

繰延ヘッジ損益

2026年6月23日

2025

その他有価証券評価差額金 -

-

- 255,255

378,482 -

13,000 591,933

- 92,159

499,773

499,773

-

-

1,743,021

1,184,562 60,332

843,233 -

- -

- 負債の部　合計 3,574,465

- （純資産の部）

243,169 895,833

98,159 -

- 255,255

420,438 95,193

606,877 -

- 655,031

- 739,024

- -

90,764 -

- -

32,976 925,241

- -

- 147,809

521,733 -

84,913 -

1,927,007 702,335

- 392,295

3

986 259,433

174,620 -

435,833 9,946

- -

- 75,060

横浜市西区みなとみらい二丁目２番１号１

東京海上ミレア少額短期保険株式会社

2026

取締役社長　　明樂　裕

57,787 432,992

31

科　　　　目 金　額 科　　　　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

1,927,007 707,346

- 5,011



土地再評価差額金

評価・換算差額等合計

株式引受権

新株予約権

（注）

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。

（注）金融商品の時価の算定方法
　当社が保有する金融商品のうち重要性があるものは上記表のとおりですが、これら
は短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格に
よっています。

（4）未収金 843,233 843,233 -

（5）代理店借 (392,295) (392,295) -

（6）共同保険借 (655,031) (655,031) -

（7）再保険借 (739,024) (739,024) -
（8）未払金 (432,992) (432,992) -

9. 　金融商品に関する注記

(1)金融商品の状況に関する事項
　少額短期保険業者の資産運用は、預貯金（外貨建てを除く）・国債・地方債等に限
定されている上、当社では安全性・流動性の確保のため、預貯金による運用を基本方
針としています。また、四半期毎の資産の自己査定を通じて資産の健全性維持に努め
ています。

(2)金融商品の時価等に関する事項
　2026年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価およびこれらの
差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊1）

時価（＊1） 差額

（1）現金及び預貯金 1,927,007 1,927,007 -

（2）共同保険貸 420,438 420,438 -

（3）再保険貸 606,877 606,877 -

1. 　保険料、責任準備金および支払備金等の保険契約に関する会計処理については、保険
業法等の法令等の定めによっています。

2. 　有形固定資産の減価償却は、定額法により行っています。

3. 　無形固定資産の減価償却は、定額法により行っています。なお、自社利用のソフト
ウェアの減価償却は、利用可能期間に基づく定額法により行っています。

4. 　退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職
給付に関する会計基準」平成28年12月16日　企業会計基準委員会及び「退職給付に関す
る会計基準の適用指針」平成27年3月26日　企業会計基準委員会）に基づく小規模企業
等における簡便法を採用し、当期の末日における退職給付に係る自己都合要支給額の
100％相当額を計上しています。

5. 　賞与引当金は従業員賞与に充てるため支給見込額を基準に計上しています。

6. 　消費税等の会計処理は税抜方式によっています。ただし、営業費及び一般管理費等の
費用は税込方式によっています。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上
し、5年間で均等償却を行っています。

7. 　責任準備金は保険業法施行規則第211条の46の規定に基づく準備金であり、同第1項第
1号イに規定する未経過保険料の金額は、純保険料等に基づく算出方法により計算して
います。

8. 　有形固定資産の減価償却累計額は247,701千円です。

-

-

-

-

純資産の部　合計 1,743,021

資 産 の 部 合 計 5,317,486 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 5,317,486



12. 　1株当たりの純資産額は45,868,987円92銭です。算定上の基礎である純資産額は
1,743,021千円であり、その全額が普通株式に係るものです。また、普通株式の当期末
発行済株式数は38株です。

13. 　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

同上にかかる出再ＩＢＮＲ備金 74,862 千円

差引（ロ） 756 千円

計（イ＋ロ） 5,011 千円

（普通責任準備金）

普通責任準備金（初年度収支残） 688,230 千円

異常危険準備金 14,104 千円

計 702,335 千円

10. 　繰延税金資産の総額は399,957千円、繰延税金資産から評価性引当として控除した額
は21,474千円です。繰延税金資産の発生の主な原因は、普通責任準備金188,312千円、
ソフトウェア132,350千円です。
　当社は、グループ通算制度を適用しているため、法人税及び地方法人税の会計処理な
らびにこれらに関する税効果会計の会計処理および開示については、「グループ通算制
度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年
８月12日）を適用しています。

11. 　当期末における支払備金および責任準備金の内訳は次のとおりです。

（支払備金）

普通支払備金（出再支払備金控除前） 425,571 千円

同上にかかる出再支払備金　 421,316 千円

差引（イ） 4,255 千円

ＩＢＮＲ備金（出再ＩＢＮＲ備金控除前） 75,618 千円



年 月 日から

年度 損益計算書

年 月 日まで

（単位：千円）

経常収益

保険料等収入

保険料

再保険収入

回収再保険金

再保険手数料

再保険返戻金

その他再保険収入

責任準備金等戻入額

支払備金戻入額

責任準備金戻入額

資産運用収益

利息及び配当金等収入

その他運用収益

その他経常収益

経常費用

保険金等支払金

保険金等

解約返戻金等

契約者配当金

再保険料

責任準備金等繰入額

支払備金繰入額

責任準備金繰入額

資産運用費用

事業費

営業費及び一般管理費

税金

減価償却費

退職給付引当金繰入額

その他経常費用

経常利益

特別利益

負ののれん発生益

特別損失

価格変動準備金繰入額

その他特別損失

契約者配当準備金繰入額

税引前当期純利益

法人税及び住民税

法人税等調整額

法人税等合計

当期純利益

（注）

　関係会社との取引による費用総額は2,907千円です。

179,963

△ 151,234

28,728

30,887

-

1.

376,503

-

376,503

-

4,096,405

3,924,016

23,012

138,959

10,417

10

59,616

-

0

-

0

-

59,616

1,193,604

4,210,606

456,667

-

1

1

-

20

20

-

276,520

12,286,447

7,813,527

1,205,659

461,270

-

6,146,597

2025 4 1

2025

2026 3 31

科　　　　　　　　目 金　　　　　　額

12,346,063

12,069,521

6,208,643

5,860,877



(3) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりです。

計（イ＋ロ）

(4) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりです。

（単位：千円）

未払金（債務）

108,921

販管費（費用）

8,259

親会社の
子会社

東京海上ウエス
ト少額短期保険
株式会社

－ － 業務受託
（注2）
共同保険
に係る精
算
（注2）

その他経常収益（収益）

236,905

共同保険貸（債権）

289,899

未収金（債権）

293,536

共同保険借（債務）

449,344

△ 1 千円

普通責任準備金繰入額 375,175 千円

異常危険準備金繰入額 1,328 千円

差引（イ） 61 千円

ＩＢＮＲ備金繰入額（出再ＩＢＮＲ備金控除前） △ 6,387 千円

同上にかかる出再ＩＢＮＲ備金繰入額 △ 6,323 千円

差引（ロ） △ 63 千円

親会社の
子会社

Tokio Marine X
少額短期保険株
式会社

－ － 共同保険
に係る精
算
（注2）

その他経常収益（収益）

21,978

共同保険貸（債権）

再保険
（注1）

再保険料（費用）

6,146,597

回収再保険金（収益）

1,193,542

再保険手数料（収益）

4,210,608

再保険返戻金（収益）

456,664

再保険貸（債権）

606,872

再保険借（債務）

739,024

計 376,503 千円

(5) 利息及び配当金等収入の内訳は、預貯金利息20千円です。

3. 　1株当たりの当期純利益は812,829円21銭です。算定上の基礎である当期純利益は
30,887千円であり、その全額が普通株式に係るものです。また、普通株式の期中平均株
式数は38株です。
　なお、潜在株式がないため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益は算出していませ
ん。

4. 　関連当事者との取引は以下のとおりです。

属性 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額

親会社の
子会社

東京海上日動火
災保険株式会社

－ －

2. (1) 正味収入保険料は、57,442千円です。

(2) 正味支払保険金は、12,055千円です。

普通支払備金繰入額（出再支払備金控除前） 6,199 千円

同上にかかる出再支払備金繰入額 6,138 千円

20,159

未収金（債権）



親会社の
子会社

Tokio Marine X
少額短期保険株
式会社

－ － 共同保険
に係る精
算
（注2）

取引条件および取引条件の決定方針等

（注1）再保険料その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望条件を提示
し、交渉の上で決定しています。

（注2）共同保険に係る委託契約等に基づき、合理的な条件で決定しています。

5. 　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しています。

86,256

共同保険借（債務）

155,231


